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－総括1－ 

 

 

新規事業及び重要事業総括表 

 

 

 

Ⅰ 総 額 

 

 【一般会計】 

区分 平成３０年度 平成２９年度 伸び率 

予算総額 ２１８，１４１，８８９千円 ２２１,６８０,７３６千円 △1.6％ 

一般会計構成比         １１．７％        １１．９％ － 

 

  【母子父子寡婦福祉資金特別会計】 

予算総額 ８０３，０１０千円 

 

９００，９２４千円 △10.9％ 
 

 

Ⅱ 主な新規事業及び重要施策                      （単位 千円） 

 

 １ 子育ての安心 

  Ｐ １    保育所待機児童対策の推進【少子政策課】       ２，３６３，９６２ 

  Ｐ ２ 一部新規 保育士の人材確保に向けた総合的取組の推進【少子政策課】 ５５８，８１０ 

  Ｐ ４ 新規 結婚・子育ての支援【少子政策課】             ６９，８９４ 

  Ｐ ５    多子世帯への支援【少子政策課】           １，４０２，７２８ 

  Ｐ ６    放課後児童クラブの充実【少子政策課】        ４，７８１，２７４ 

  Ｐ ７ 新規 子どもの応援ネットワークづくり等の実施【少子政策課】   １６，３５０ 

  Ｐ ８ 一部新規 ひとり親家庭への支援の充実【少子政策課】        １３０，５８４ 

   Ｐ  ９ 一部新規 児童虐待防止対策の充実【こども安全課】         ２８４，５９８ 

   Ｐ１０ 一部新規 里親委託・養子縁組の推進【こども安全課】         ５１，７６６ 

   Ｐ１１ 一部新規 施設入所児童のフェアスタート応援【こども安全課】     ５８，５９８ 

 

  ２ 健康・介護の安心 

  Ｐ１２  一部新規 介護人材の確保・定着の促進【高齢者福祉課】       ５５２，６７３ 

                      【社会福祉課】 

  Ｐ１４ 一部新規 地域包括ケアシステムの構築促進【地域包括ケア課】    １２５，４００ 

                        【障害者福祉推進課】 

  Ｐ１５ 一部新規 認知症の人と家族を支援する施策の推進【地域包括ケア課】  ４５，１８７ 

  Ｐ１６     特別養護老人ホームの整備【高齢者福祉課】      １，９３０，０１６ 

  Ｐ１７    市町村介護保険財政支援【地域包括ケア課】     ６８，９７４，７３９ 



－総括2－ 

 

 

  ３ 障害者の自立・生活支援 

  Ｐ１８ 新規 障害者スポーツで活力ある社会づくりの推進【障害者福祉推進課】 

                                      ５４，６８２ 

  Ｐ１９ 一部新規 精神障害者を地域で支えるシステムの構築【障害者福祉推進課】３０，６６５ 

  Ｐ２０ 一部新規 高次脳機能障害者への支援の充実【障害者福祉推進課】    ２４，３４６ 

  Ｐ２２    障害児(者)福祉施設等の整備促進【障害者支援課】    １，７５１，０４２ 

 

  ４ 生活の安心支援 

   Ｐ２３ 新規 虐待通報等の環境整備【福祉政策課】            ４２，８７８ 

  Ｐ２４ 一部新規 生活困窮者と生活保護受給者に対する切れ目のない支援【社会福祉課】 

                                     ３２９，３２４ 

 

 

 ＜参考＞ 福祉３プランの推進 

  Ｐ２６  一部新規 埼玉県子育て応援行動計画の推進【少子政策課】   ３５，７９５，６１０ 

                        【こども安全課】 

  Ｐ３０ 一部新規 埼玉県高齢者支援計画の推進【高齢者福祉課】    ７３，５４５，０８１ 

                      【地域包括ケア課】 

                      【社会福祉課】 

                      【障害者福祉推進課】 

   Ｐ３４  一部新規  埼玉県障害者支援計画の推進【障害者福祉推進課】  ３４，０９４，５７８ 

                                            【障害者支援課】 

                                           【社会福祉課】 
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保育所待機児童対策の推進 

 

担当 少子政策課 施設整備・指導担当 内線３３２８ 

         施設運営・人材確保担当 内線３３３０ 

１ 目  的 

  【保育サービス受入枠の拡大】 

  保育所等の待機児童を解消するため、認可保育所の整備のほか、企業や幼稚園

と連携するなど多様な保育サービスを充実し、７，５００人分の受入枠の拡大を

図る。 

 

２ 予 算 額     ２，３６３，９６２千円 

 

３ 事業概要 

保育サービス受入枠拡大に向けた取組 

 

 

H30当初 H29当初

保育所 安心こども基金(又は交付金）による保育所整備等 867,393 4,760 5,105

認定こども園
安心こども基金(又は交付金）による認定こども園（保
育所機能部分）の整備等

200,000 1,540 974

地域型保育事業 小規模保育などによる低年齢児保育の促進 0 580 761

1,296,569

(545,860)

企業内保育所の促進 (62,449) 80 130

企業主導型保育事業活用への支援（国事業） - 500 -

合計 2,363,962 7,500 7,000

※（　　）は他部局予算。

※　保育所、認定こども園、小規模保育事業の整備の一部は、国から市町村へ直接交付される交付金・補助金を

　　財源とする事業に変更となっており、県としての予算額は計上していないが受入枠としては算入している。

企業との連携

区分 内容 予算額
受入枠

幼稚園との連携
幼稚園における保育の促進等（認定こども園（幼稚園機

能部分）の整備、幼稚園における預かり保育等）
40 30

 

（※1,012） 

 

※は従来の基準による待機児童数 

 



一部新規 
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保育士の人材確保に向けた総合的取組の推進 

 

                                担当 少子政策課 施設運営・人材確保担当 

                    内線 ３３４９ 

 

 

１ 目  的 

 【保育士の人材確保】 

保育所の待機児童対策のために保育所等の整備の推進とあわせて、保育士の確保が課

題である。保育士の確保に向けて、保育士養成施設の学生及び保育士試験合格者に対す

る県内保育所等への就職支援や潜在保育士の再就職支援、さらに保育士の職場定着支援

を行う。 

 

２ 予 算 額     ５５８，８１０千円 

 

３ 事業概要 

（１）保育士確保推進事業（新規）                ５６，７４８千円 

   保育所等の保育人材の確保を支援するため、潜在保育士や保育所等で働きたい方の

就職をあっせんする「保育士・保育所支援センター」の機能を強化して、保育士登録

者名簿を活用した保育人材の開拓と、ＳＮＳを活用した就職情報の発信、さらに人材

確保に関する相談支援を実施し、保育士と保育所のマッチングを促進する。 

 

（２）保育士研修等事業（一部新規）              ２８２，８５７千円 

 保育士の専門性を高め、キャリア形成に応じた処遇改善につなげるため、保育士等

キャリアアップ研修を拡充させて開催するとともに、保育所等における保育士の負担

を軽減するための保育補助者の配置に要する費用等を助成する。 

 

（３）埼玉がいいね！保育士就職応援事業             １７，５００千円 

   保育士の県内保育所等への就職を促進するため、保育士試験受験料等を助成すると

ともに、保育士養成施設の学生に対する県内保育所等のＰＲや、潜在保育士に対する

就職支援セミナーのほか、就職後３年未満の保育士に対する離職防止セミナーを開催

する。 

 



一部新規 
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（４）保育士修学資金貸付等事業                 ７７，２８８千円 

   保育士養成施設に在学する学生に修学資金の貸付けや、潜在保育士が保育所等に就

職した場合の就職準備費用、保育料の一部などの貸付を行う。 

 

（５）保育士・保育所マッチング支援事業             １５，０７０千円 

   潜在保育士等の就職を促進するため、「保育士・保育所支援センター」を運営すると

ともに、保育所等で働きたい方を対象とした県内保育所等による就職フェアを開催す

る。 

 

（６）保育士宿舎借上補助事業                 １０９，３４７千円 

   保育士の就業継続を図るため、国の「保育士宿舎借り上げ支援事業」を実施する市

町村と保育所等に対して上乗せ補助を行うことにより、保育士の住居費負担軽減の取

組を支援する。 



新 規 
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結婚・子育ての支援  
 

                 担当 少子政策課  企画・子育てムーブメント担当 

                 内線 ３３２０ 

 

１ 目  的 

   【結婚から子育てまで切れ目のない支援】 

  結婚を望むが出会いの機会に恵まれない方の希望をかなえ、働く方が安心して子育て 

 できる環境を整備するため、広域的な結婚支援を行う拠点を整備するとともに、育児休 

 業を短縮せずに希望する時期に保育所等に入園できる制度を導入し、結婚から子育てま 

 でライフステージに応じた支援を強化する。 

 

２ 予算総額    ６９，８９４千円 

 

３ 事業概要 

（１）SAITAMA出会いサポートセンター事業（新規）        ３３，００２千円 

   市町村や企業等との連携のもとに「SAITAMA出会いサポートセンター」を開設し、 

  広域的で効果的な出会いの機会を提供するＡＩによる結婚支援システムを導入すると 

  ともに、婚活イベントや結婚相談など官民連携の結婚支援を実施する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）保育利用支援事業（希望時期入園制度）（新規）       ３６，８９２千円 
     保育所等への入園を優先させるために育児休業を早く切り上げざるを得ない現状に 
 鑑み、育児休業を切り上げることなく家庭で子育てできる環境を整備することを目的 

 として、保護者が希望する時期（育児休業復帰時）に入園できる仕組みの導入を支援 

 する。 
 

 

 

保育利用支援事業 

希望時期に入園できるよう保育所の 

受入れに必要な体制整備に対して補助 

 

SAITAMA出会いサポートセンター事業 

 

４月入園のために育児休業

を切り上げなくても良い 
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多子世帯への支援  

 

担当 少子政策課 企画・子育てムーブメント担当 内線 ３２６９ 

      施設 運営・人材確 保担 当 内線 ３３３０ 

             

 

１ 目  的 

  【多子世帯への支援】 

  平成２７年の夫婦の完結出生児数は１．９４であり、理想子供数の２．３２を下回っ

ている。３人以上の子供を持ちたいという希望を実現できるよう、多子世帯の育児にか

かる負担軽減を図る。 

 

 

２ 予 算 額     １，４０２，７２８千円 

 

 

３ 事業概要 

（１）多子世帯応援クーポン事業                ５０２，９６４千円 

多子世帯の育児にかかる身体的・精神的負担を軽減し、子育てしやすい環境を提供 

するため、第３子以降が生まれた世帯に子育てサービス等に利用できる３キュー子育 

てチケットを配布するとともに、市町村がそれに上乗せして実施する給付事業に対し 

助成を行う。 

 

（２）多子世帯保育料軽減事業                 ８９９，７６４千円 

多子世帯における経済的負担を軽減するため、保育所等に入所する第３子以降の児童

（満３歳未満）の保育料を助成する。 

 



 

- 6 - 

 

  
放課後児童クラブの充実 

 

                                            担当 少子政策課 子育て環境整備担当 

                      内線 ３３２２            

 

１ 目  的 

  【放課後児童クラブの充実】 

 共働き等で昼間保護者のいない家庭の小学生の健全な育成を図るため、授業の終了後

に遊びや生活指導を行う「放課後児童クラブ」の運営に必要な経費を補助するとともに、

利用児童の増加等に対応するため放課後児童クラブの整備を促進する。 

 

２ 予 算 額     ４，７８１，２７４千円 

 

３ 事業概要 

（１）放課後児童クラブ等運営費の補助      ４，４４２，６６４千円 

放課後児童クラブの利用児童数、開所日数及び運営形態に応じた運営費の補助を

行う。 

対   象   数  １，６５４か所 

負 担 区 分  国１／３、県１／３、市町村１／３など 

 

 

（２）放課後児童クラブの整備促進      ３３８，６１０千円 

    利用児童の増加に対応するとともに、児童の安全・情緒の安定の観点から、児童

数７１人以上の大規模クラブから適正規模への移行促進等を図るため、新設整備や

既存施設の改修整備などを進める。 

 対   象   数  

     （新設整備）  ３６か所 

  （改修整備）  ３３か所 

 負 担 区 分  

  （新設整備）  国２／３、県１／６、市町村１／６など 

  （改修整備）  国１／３、県１／３、市町村１／３ 

 

 



新 規 
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子どもの応援ネットワークづくり等の実施 
 
                      担当 少子政策課 子育て環境整備担当 

                      内線 ３３２２ 

 

 

１ 目  的 

  【子供の居場所づくりに取り組む団体のネットワーク化を支援】 

  子ども食堂など子供の居場所づくりに取り組む団体と、そうした団体を支援するフー 

 ドバンクや企業などとのネットワークが構築できるよう支援するとともに、県内の子供 

 を取り巻く生活環境等を調査する。 

 

２ 予 算 額      １６，３５０千円 

 

３ 事業概要 

（１）彩の国子ども応援ネットワークづくり             ６，３００千円 

  ア 彩の国子ども応援ネットワーク会議（マッチング・フォーラム）の開催  

    子ども食堂など子供の居場所づくりに取り組む団体の先進事例や子供の居場所づ 

   くりを支援するフードバンクや企業などの取組事例を紹介するとともに、これらの 

   団体・企業等による意見交換会を開催し、顔の見える関係づくりを図る。 

 

  イ 子ども食堂などの子供の貧困支援に関する人材育成、情報共有 

    子ども食堂を運営する上で課題となる食材調達方法や衛生管理、地域住民への周 

   知方法などのノウハウや、子ども食堂を必要としている家庭への訪問支援のスキル 

   アップなどをテーマに研修会を実施。 

 

（２）子供の貧困に関する実態調査                １０，０５０千円 

   県内大学と連携し、埼玉県内の子供を取り巻く生活環境や、生活困窮等に陥る要因 

  等を調査する。 

 



一部新規 
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ひとり親家庭への支援の充実 

 
                 担当 少子政策課 手当・ひとり親家庭支援担当 

                 内線 ３３３７ 

 

 

１ 目  的 

  【ひとり親家庭への支援の充実】 

  経済的に厳しい環境に置かれたひとり親家庭の自立を促進するため、経済的支援を行 

 うとともに、就業支援体制を拡充し、相談から資格取得、さらに職場定着まで切れ目な 

 く支援する。 

 

２ 予 算 額     １３０，５８４千円 

 

３ 事業概要 

（１）就業相談体制の拡充                    １９，０９４千円 

   ひとり親家庭の就労や、より好条件の就労への転職を専門的に支援する「就業支援 

  専門員」を増員し、相談体制を強化し相談者のニーズに応じた支援を行う。 

 

（２）ひとり親家庭就職・転職応援事業の実施（新規）       １９，２００千円 

   経済的自立に効果的な資格の取得を支援するため、資格取得に関するセミナーや看 

  護学校受験対策講座を開設するとともに、福祉・医療関係業界を中心とした就職・転 

  職相談会を開催する。 

 

（３）高等職業訓練促進給付金の支給               ９２，２９０千円 

   資格の取得を目指すひとり親に対し、養成機関で学ぶ間の生活の負担軽減を図るた 

  め、高等職業訓練促進給付金等を支給する。 

 



一部新規 
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児童虐待防止対策の充実  

 

    担当 こども安全課 総務･児童相談担当  

内線 ３３３５             

 

１ 目 的 

 【児童虐待防止対策の推進】 

    児童虐待に関する研修の実施などにより、市町村の体制等を強化するとともに、児童

相談所の機能を強化し、虐待通告への適切な対応を行う。 

 

２ 予 算 額     ２８４，５９８千円 

 

３ 事業概要 

（１）市町村における相談体制等の強化              ５４，９１３千円 

 ア 虐待相談の中核となる市町村職員の養成 

イ 相談援助技術向上のための支援 

   ウ 児童と直接接する学校教職員や保育士等に対する研修の実施 

 

（２）児童相談所における相談機能強化             １４７，２０６千円 

ア 警察官ОＢ職員の配置 

イ 虐待相談対応職員の配置 

 

（３）児童虐待ケア対策の強化                  ８１，２７９千円 

ア 児童虐待防止啓発事業の展開 

イ 児童相談所と一時保護所への心理職員の配置 

ウ 一時保護所学習指導員の配置 

 

（４）一時保護所の環境改善（新規）                １，２００千円 

  一時保護所の第三者評価受審 
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里親委託・養子縁組の推進  

 

    担当 こども安全課 総務・児童相談担当  

内線 ３３３５             

 

１ 目  的 

  【里親委託の推進及び養子縁組の相談体制の充実】 

 里親委託の推進を図るため、登録里親への委託促進と受託里親への一貫したサポート

を行う。 

 また、医療機関にコーディネーターを配置し、出産や養育において問題を抱える妊産

婦からの相談を受け、必要な支援を行うとともに、特別養子縁組など子供の家庭養育の

推進を図る。 

 

２ 予 算 額     ５１，７６６千円 

 

３ 事業概要 

（１）里親しっかりサポート事業（新規）             ３３，０００千円 

  ア 未委託里親に対する先輩里親宅での実習等を継続的に実施 

  イ 里親経験５年以上の援助者が定期的に訪問し、新たに受託を開始した里親を支援 

  ウ 民間活力を導入し、里親のリクルーティングからマッチングまで包括的に支援 

 

（２）里親支援事業                        ６，０６７千円 

ア 里親認定のための研修を実施 

イ 里親入門講座の開催及び里親制度の普及啓発 

 

（３）里親制度普及促進事業              ５，６７１千円 

ア 特別里親（２人以上養育している里親）に対する養育手当、支度金の補助 

 イ 里親賠償責任保険料の補助 

 

（４）妊産婦支援による養子縁組推進事業（新規）          ７，０２８千円 

ア 産科医療機関等にコ－ディネーターを配置し、支援が必要な妊産婦のための相談 

 を実施 

イ 児童相談所等の関係機関と連携し、出産後の生活や特別養子縁組の相談に対応 
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施設入所児童のフェアスタート応援  

 

    担当 こども安全課 養護担当  

                      内線 ３３３１        

 

１ 目  的 

  【施設入所児童のフェアスタート応援】 

 児童養護施設等の児童のスタートラインでの格差を解消し、児童が退所後の進路を選

択する際に円滑に自立することができるよう、高校生入所児童の学習費、部活動費等を

補助する。また、進学者のための低額な住居の提供等を引き続き実施する。 

 

２ 予 算 額     ５８，５９８千円 

 

３ 事業概要 

（１）高校生進学支援（新規）                  １７，０００千円 

  ア 施設に入所する高校生を対象に、学力の向上、大学等進学率の向上を図るため、

通塾費など学習経費を補助 

  イ 大学等受験料を補助 

 

（２）部活動等支援（新規）                   ２３，０００千円 

    施設に入所する高校生を対象に、一人立ちに必要な自己肯定感、自立能力を高める

ため、部活動、定期代等の費用を補助 

 

（３）希望の家事業                 １７，５９８千円 

ア 民間アパートなどを借上げ、大学等への進学者に住居を提供 

 イ 共同生活で社会からの孤立を予防 

ウ 生活支援員が進学から就職、卒業後の単身生活まで一貫支援 

 

（４）児童養護施設みんなで応援プロジェクト（新規）        １，０００千円 

   民間の寄付・支援の拡大のための広報の実施 
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      介護人材の確保・定着の促進  

 

             担当 高齢者福祉課 介 護 人 材 担 当 内線３２３２ 

                       施 設 ・ 事 業 者 指 導 担 当 内線３２５４ 

                社 会 福 祉 課 施設指導・福祉人材担当 内線３２２５  

 

１ 目  的 

  【各種事業による介護人材の確保・定着の促進】 

  介護人材の確保・定着の促進を図るため、介護未経験者の就労支援、高齢者等の就労

支援、潜在介護職員の復職支援、介護福祉士養成施設在学者への修学資金の貸付け、法

人間連携による合同面接会等の取組の推進、介護ロボットの導入支援、新任介護職員の

定着支援、介護施設内保育施設の整備促進、介護職員の医療的ケア技術の向上支援、介

護のイメージアップなどを実施する。 

 

２ 予 算 額     ５５２,６７３千円 

 

３ 事業概要 

（１）介護人材の確保 

  ア 介護人材確保促進事業                            ９,０００千円 

    介護職員初任者研修修了後の早期就労者及び在職中の研修修了者に研修受講費の

一部を補助する。 

 

  イ 介護職員雇用推進事業                                   ２９９,２１０千円 

     介護未経験者を対象に職場体験研修や介護職員初任者研修を修了させ、介護事業 

   所に就職させた事業者に研修に係る経費等を補助する。 

 

  ウ 介護の仕事体験事業                               ２,０８８千円 

    非正規雇用労働者等を対象に介護事業所での職場体験を実施する。 

 

  エ 潜在介護職員復職支援事業                 １２,３６６千円 

    離職した介護職員を対象に復職前研修や就職先とのマッチングを行うとともに、 

   再就職準備金の貸付けを行う。 

 

  オ 高齢者等介護職就労支援事業                ３０，６７５千円 

    高齢者等に介護職員初任者研修等を受講させ、介護事業所に就職させた事業者に

研修に係る経費等を補助するとともに、当該高齢者等を雇用した介護事業所に準備

金を支給する。 

 

  カ 優良介護事業所認証事業                   １,７５４千円 

    人材育成等について優れた取組を行っている介護事業所を認証する。 

 

  キ 潜在介護職員届出システム事業                      １０,３９８千円 

    国のシステムを活用して就職に役立つ情報を積極的に提供し、離職した介護職員

の復職を支援する。 
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  ク 法人間連携推進事業（新規）                １０,０００千円 

       複数の法人が連携して地域貢献のための協働事業を試行するとともに、合同面接 

   会や合同研修等の取組を推進する。 

 

  ケ 福祉・介護人材育成促進事業                 １９,１２０千円 

       介護福祉士養成施設在学者で、将来、県内の社会福祉施設等へ就職を希望する者 

   に対し、修学資金の貸付けを行う。 

 

（２）介護人材の定着 

  ア 介護職員資格取得支援事業                 ４７,５１９千円 

    介護現場で働きながら介護福祉士実務者研修を受講し、介護福祉士国家試験に合 

   格した者に係る研修受講料の一部を補助するとともに、研修受講中の代替職員人件 

   費を補助する。 

 

  イ 介護人材バンク事業                         ５,５９１千円 

    介護職員の休暇取得、研修受講、短時間の子育て支援などの際に、必要に応じて 

   代替の職員を紹介するとともに、当該代替職員人件費を補助する。 

 

  ウ 介護ロボット普及促進事業                 １０,０００千円 

    介護ロボットを購入又はレンタルした介護事業所に対し、経費の一部を補助する。 

 

  エ 新任介護職員定着支援事業                  ５,１００千円 

    新任介護職員を対象に研修や交流イベントを実施する。 

 

  オ 介護支援専門員研修受講支援事業              ４６,８００千円 

    研修実施機関に対して必要経費の一部を補助する。 

 

  カ 介護施設内保育施設整備促進事業（新規）             ５００千円 

    介護施設内保育施設の経営方法や整備事例を紹介する研修会を開催する。 

 

  キ 介護職員医療的ケア技術向上事業（新規）          ２０,４００千円 

    特別養護老人ホームの入所者の重度化に対応するため、介護職員が喀痰吸引等研

修を受講した場合、研修受講料の一部を補助する。 

 

（３）介護のイメージアップ 

  ア 介護の魅力ＰＲ等推進事業            １９,１８３千円 

    介護の魅力をＰＲするため介護の魅力ＰＲ隊（若手介護職員、ミドル・シニア層 

   職員）による大学・高校等への訪問や県外での人材募集活動等を実施する。 

 

  イ 介護職員永年勤続表彰事業                    ３８３千円 

    永年勤続の介護職員（勤続２０年及び１０年）を表彰する。 

 

  ウ メッセージカード事業                    ２,５８６千円 

    介護職員等への感謝の気持ちなどをメッセージカードで伝える運動を推進する。 
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地域包括ケアシステムの構築促進  

 

        担当 地域包括ケア課 地域包括ケア担当 内線 ３２５６ 

     地域包括ケア課 総務・介護保険担当 内線 ３２５５ 

            障害者福祉推進課 社会参加推進・芸術文化担当 内線 ３３０９ 

    

１ 目  的 

  【市町村における地域包括ケアシステムの構築促進】 

  団塊の世代が７５歳になる平成３７年に向けて医療・福祉の包括的なサービス提供体 

 制を構築するため、市町村の取組を支援する。 

 

２ 予 算 額     １２５，４００千円 
 
３ 事業概要 

（１）地域包括ケア総合支援チーム派遣事業（新規）            ６，４７７千円 

   市町村の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築を進めるため、全ての市町村に

対し、自立支援、介護予防、生活支援等を総合的に支援するチームを派遣する。 

 

（２）地域包括ケアシステム構築促進事業（一部新規）       ５０，０３４千円 

   人材育成のための研修や情報提供等を行い、市町村における地域包括ケアシステム

の構築を支援する。 

 

（３）地域包括ケアシステム広域支援事業（新規）         １７，７６０千円 

   県内１０か所の地域リハビリテーション・ケアサポートセンターと協力医療機関の

連携により、リハビリテーション専門職の人材育成を強化し、市町村の介護予防事業

等に派遣することで、地域包括ケアシステムの構築を支援する。 

 

（４）地域包括ケアシステムモデル事業                 ３４，９１５千円 

   地域包括ケアシステムを構築するための取組手法を示すことで、市町村における地

域包括ケアシステムの構築を促進する。 

 

（５）看取り体制強化事業（一部新規）              １１，０９７千円 

   介護施設等の職員向け研修の実施や介護施設等への実習講師の派遣により、

職員のスキルアップを図り、介護施設等における看取り体制の強化を図る。 

 

（６）家族介護者等支援事業                    ３，０８４千円 

   家族介護者への支援を行うため、地域包括支援センターの機能強化を図り、市町村

における相談体制を整備する。 

 

（７）要介護度改善等促進事業                   ２，０３３千円 

   介護事業所における自立支援・重度化防止の取組を促進するため、利用者の要介護

度の維持・改善等に積極的に取り組む事業所を評価・公表する。 
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認知症の人と家族を支援する施策の推進  

 

              担当 地域包括ケア課 認知症・虐待防止担当 

              内線 ３２５１  

 

 

１ 目  的 

  【認知症の人と家族が安心して暮らすことができる地域社会の構築】 

  認知症に関する正しい知識の普及啓発等により、認知症の人とその家族や認知症介 

 護に携わる介護者等を支援する。 

 

２ 予 算 額     ４５，１８７千円 

 

３ 事業概要 

（１）認知症ケア支援事業費                   ２３，０９０千円 

   認知症高齢者の介護の質を向上させるための研修や、医療関係者を対象とした認知

症対応力向上研修等を実施する。また、認知症初期集中支援チーム員及び認知症地域

支援推進員に対する研修等を実施し、市町村の体制整備を支援する。 

 

（２）認知症の人にやさしい地域づくり推進事業費          １，９９５千円 

    認知症サポーター及びその講師役であるキャラバン・メイトを養成するとともに、

認知症サポーターの活動をより一層促進するための実践的な研修を実施する。 

 

（３）若年性認知症施策推進事業                  ６，３０３千円 

   若年性認知症支援コーディネーターを配置し、就労支援や本人の居場所づくりを推

進するとともに、セミナー等を通じて若年性認知症に関する普及啓発を図る。 

 

（４）認知症ケア技術向上事業（新規）              １３，７９９千円 

   認知症のケアの技術向上を図るチームを設置し、認知症介護施設及び在宅の認知症

家族介護者に対し、研修などを実施するとともに、身近な地域で認知症ケアに関する

技術的な相談ができる窓口の設置を進める。 
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特別養護老人ホームの整備 

 

         担当 高齢者福祉課 施設整備担当 

         内線 ３２６０          

 

１ 目  的 
  【特別養護老人ホームの整備による介護基盤の充実】 
  整備に要する費用の一部を補助することにより特別養護老人ホームを整備し、介護基
盤の充実を図る。 

 
２ 予 算 額     １，９３０，０１６千円 
 
３ 事業概要 
（１）特別養護老人ホームの整備                   １，７２８，０１６千円 
    特別養護老人ホームの創設及び増床等の整備を行う社会福祉法人に対して整備費

を補助する。 

・補助基準 
  施設整備費（創設3,000千円／人、増床2,160千円／人、 
        改修増床1,000千円／人・補助率1/2） 
  設備整備費（補助率1/2（上限25,000千円／施設）） 

 

 
 
 
 
（２）老朽化施設の居室環境等改善                       ２０２，０００千円 
       老朽化した特別養護老人ホームの居室環境等を改善するため、大規模修繕を行う

社会福祉法人に対して整備費を補助する。 
    ・大規模修繕 ３施設  

・補助基準 
  施設整備費（大規模修繕1,000千円／人・補助率1/2） 

 

29,409人分  30,813人分  32,369人分  
35,357人分  36,354人分  

H26年度 H27年度 H28年度 H29年度 H30年度 

（実績） （実績） （実績） （見込み） （見込み） 

【特別養護老人ホームの整備見込】 

※ 政令市・中核市・地域密着型分を含む。 

6,945人分を整備 
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市町村介護保険財政支援  

 

 

                    担当 地域包括ケア課 総務・介護保険担当 

                    内線 ３２５５ 

 

１ 目  的 

  【介護保険の円滑な制度運営】 

  介護保険法に基づき、市町村の介護保険給付及び地域支援事業に要する費用の法定割

合を負担するとともに、介護保険財政の安定化を図るため、介護保険財政安定化基金を

管理し、貸付等を行う。 

  また、６５歳以上の低所得者の保険料負担の軽減を行う。 

 

２ 予 算 額     ６８，９７４，７３９千円 

 

３ 事業概要 

（１）介護給付費負担金                           ６５，２１８，５８１千円  

（２）地域支援事業交付金                    ３，２２３，３５６千円 

（３）介護保険財政安定化基金事業                       ３０８，６３５千円 

（４）低所得者保険料軽減負担金                ２２４，１６７千円 

 

             

 

  

    ６５歳以上の保険料  

    

  

     ４０歳から６４歳までの保険料 

       (医療保険料と併せて支払う) 

 

     国 

        施設等給付費      ２０％ 

        その他の給付費    ２５％ 

        （うち５％は調整交付金） 

 

    埼玉県  

       施設等給付費     １７．５％ 

      その他の給付費   １２．５％ 

                        65,218,581千円 

 

 

    市町村         １２．５％  

 

 

 

介護給付費 

27% 

50% 

23% 
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障害者スポーツで活力ある社会づくりの推進 
 

                 担当 障害者福祉推進課 障害者スポーツ担当 

                   内線 ３３０３            

 

１ 目  的 

  【誰もが障害者スポーツに取り組むことができる環境づくり】 

   東京パラリンピックを控え、埼玉ゆかりの障害者アスリートを支援するとともに、  

  県民が障害者スポーツを体験できる機会の提供や、障害者スポーツを支える人材の育 

  成など、障害者スポーツへの理解と参加の促進を図る。 

 

２ 予 算 額     ５４,６８２ 千円 

 

３ 事業概要 

（１）埼玉パラドリームアスリート事業（新規）           ３１,８００千円 

  ア パラリンピック出場が期待される選手２５人を特別強化選手として選考し、国際 

   大会や国内大会参加に係る遠征費用、専属コーチに係る委託料等を助成する。 

  イ 専門家によるコンディショニング、栄養指導やメンタル指導等のサポートを実施 

   する。 

  ウ 県内の競技団体等を対象に競技力向上のための支援を行い、県内トップレベル選 

   手の全体的な底上げを図る。 

      

（２）障害者スポーツが身近になる環境づくり事業（新規）      １９,８８２千円 

  ア 障害者スポーツの理解促進教材の作成や、小中学校、高校及び大学を対象とした 

   体験交流会等を実施することで、障害者スポーツへの理解を促進する。 

  イ 障害者スポーツ指導員の育成や活動支援及び障害者を対象としたスポーツレクリ 

   エーション体験を行うことで、障害者がスポーツを行う機会を創出する。 

  ウ 県内のスポーツ施設を対象とした、障害者受け入れのためのマニュアル作成や研 

   修会を行うことで、障害者がスポーツを行う体制を整備する。 

 

（３）第５２回全国ろうあ者体育大会開催費補助（新規）        ３,０００千円 

   全国ろうあ者体育大会の県内開催に当たり、開催に係る費用の一部を補助する。 
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精神障害者を地域で支えるシステムの構築  

 

               担当 障害者福祉推進課 自立支援医療担当 

内線 ３２９５                   

 

１ 目  的 

  【精神障害者を地域で支えるシステムの構築】 

  精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい生活ができるよう、支援

体制の強化を図るほか、入院患者の地域移行を進める。 

 

２ 予 算 額     ３０，６６５千円 

 

３ 事業概要 

（１）精神障害者地域支援体制構築会議等事業（新規）    ５，２０５千円

  ア 精神障害者地域支援体制構築会議 

     保健所圏域ごとに、保健、医療、福祉の関係者による協議の場を設置し、精神障

害者の地域移行支援及び地域生活支援に係る課題について協議する。 

   

  イ 地域人材育成等研修会 

    保健所圏域ごとに、支援体制構築に向けての課題についての研修会を開催する。 

   

  ウ 県自立支援協議会精神障害者地域支援体制構築部会  

    全県を対象とする、保健、医療、福祉の関係者による協議の場を設置し、精神障

害者の地域移行支援及び地域生活支援に係る課題について協議する。 

   

   エ 関係者連絡会 

     市町村、保健所、県ピアサポート受託事業者等への説明会を開催する。 

 

（２）精神障害者福祉型訪問支援強化モデル事業（新規）  １４，４５９千円 

   入退院を繰り返す者など中等度以上の精神障害者に対し、精神科医師、看護師、ピ

アスタッフ等の多職種による手厚い訪問支援を実施する。 

 

（３）地域移行ピアサポート委託事業               ９，５８５千円 

   ピアサポーターの協力を得て、受け入れ条件が整えば退院可能な精神障害者に対し、

退院意欲の向上に向けた支援を行う。 

 

（４）早期退院支援推進事業                    １，４１６千円 

   入院後早期から相談支援事業所等が支援を行うことにより、病状回復後のスムーズ

な退院を促進する。 



                               一部新規 
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高次脳機能障害者への支援の充実  

 

担当 障害者福祉推進課 自立支援医療担当 

                内線 ３２９５  

 

１ 目  的 

  【高次脳機能障害者への支援の充実】 

  高次脳機能障害者が地域で安心して暮らせるよう、地域での支援体制を充実

させるほか、職場への定着支援等の就労支援を行う。また、高次脳機能障害者

及びその家族に対する支援等を行うための相談事業や関係機関向けの研修会

の開催等を行う。 

 

２ 予 算 額     ２４，３４６千円 

 

３ 事業概要 

（１）高次脳機能障害者支援機能の地域展開事業（新規）   ５，２５０千円 

   地域リハビリテーション・ケアサポートセンター等に「相談窓口」を設置し、地域

での支援体制を充実する。 

 

（２）高次脳機能障害者就労アシスト事業（新規）     １１，５８６千円 

   高次脳機能障害者を雇用している企業を訪問して助言を行い、職場への定着を支援 

  する。 

   また、就労系事業所を訪問し、高次脳機能障害者への支援方法について、事業所職 

  員に対する実地指導を行う。 

 

（３）高次脳機能障害者相談事業                  ４，４４７千円 

   総合リハビリテーションセンターにおいて、支援コーディネーター等が高次脳機能

障害者、家族、関係機関からの相談に応じて必要な助言指導・情報提供を行うととも

に、医師及び臨床心理士が高次脳機能障害者の医学的診断・評価を行う。 

 

（４）高次脳機能障害者支援体制推進事業                ３３０千円 

   県民対象のセミナーの開催により、高次脳機能障害の理解を促進するとともに、市 

  町村・関係機関等職員向けの研修会等を実施する。 

 

（５）高次脳機能障害専門研修等充実事業                ４１８千円 

   高次脳機能障害を診断・評価できる医師や、相談・指導などができる専門職員向け

の専門研修を開催する。 
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（６）高次脳機能障害者地域支援事業                  ９９７千円 

   高次脳機能障害者の家族会に委託し、ピアカウンセリング事業を実施する。 

 

（７）支援コーディネーター派遣                 １，３１８千円 

   支援コーディネーターを市町村や相談支援事業所等に定期的に派遣し、地域におけ

る相談の担い手を養成する。 
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障害児（者）福祉施設等の整備促進 

 

担当 障害者支援課 施設整備・法人指導担当 

内線 ３３１３ 

１ 目 的 

  【障害者の地域生活の支援】 

  障害児（者）の生活の場である障害者入所施設や通所事業所等の整備費を社 

  会福祉法人等に助成し、障害者の地域生活を支援する。 

 

２ 予 算 額     １，７５１，０４２千円 

           

３ 事業概要                         

   社会福祉法人等が設置する障害者入所施設や通所事業所の創設等に係る

建設費を助成する。 

    入所施設の創設       １か所 

    通所事業所の創設      ７か所 

    グループホームの創設    ６か所 

    通所事業所の増築      １か所 

    老朽化等の改築、大規模修繕 ２か所 

    スプリンクラーの整備    ５か所 

    防犯対策の整備      ５２か所 
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虐待通報等の環境整備  

 

                      担当 福祉政策課 政策企画担当 

                      内線 ３３９１  

 

 

１ 目  的 

  【虐待通報等の環境整備】 

 埼玉県虐待禁止条例に基づき、児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の通告、

通報、届出、相談を一括して受ける環境を整備するとともに、県民に対する虐

待の防止等の啓発を行い、虐待の予防や早期発見、早期対応につなげる。 

 

 

２ 予 算 額     ４２，８７８千円 

 

 

３ 事業概要 

（１）共通ダイヤルの構築・運営（新規）         ３５，９０３千円 

   県民から、児童虐待、高齢者虐待、障害者虐待の通告、通報、届出、相談

を一括して２４時間３６５日受ける共通ダイヤルを構築し、運営する。 

 

（２）啓発パンフレット等の作成・配布（新規）       ６，９７５千円 

   虐待の防止等に関する県民の理解を深めるため、分かりやすいパンフレッ

ト等を作成・配布し、啓発を行う。 
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生活困窮者と生活保護受給者に対する切れ目のない支援  

 

担当 社会福祉課 生活困窮者支援担当  

内線 ３２７１ 

 

１ 目  的 

 【生活困窮者と生活保護受給者の自立支援】 

  町村部の生活困窮者に対し、生活・就労・家計に関する支援員を配置し自立

を支援する。 

  また、町村部の生活保護受給者に対し、職業訓練・住宅・就労自立に関する支援員

を配置し、県福祉事務所のケースワーカーと連携して自立を支援する。 

  あわせて、貧困の連鎖を断つために、新たに小学校３年生以上の学習支援や

生活支援等を行う「ジュニア・アスポート事業」を実施するとともに、高校進

学や高校中退防止を目的とした学習支援を更に充実する。 

 

２ 予 算 額     ３２９，３２４千円 

 

３ 事業概要 

（１）生活困窮者自立支援事業費 

  ア 生活困窮者自立相談支援等事業         １０３，０８８千円 

    町村部の生活困窮者の自立を支援するため、以下の事業を実施する。 

（ア）自立相談支援事業 

   相談窓口を設置し、生活困窮者が抱える課題に応じた総合相談、支援

プランの作成、関係機関との連絡調整等を行う。 

（イ）住居確保給付金 

   離職により住居を失った生活困窮者に家賃相当額を支給する。 

（ウ）就労準備支援事業 

   直ちに就労することが困難な生活困窮者に対し、職業訓練や就労体験 

  を提供し就労を目指す。 

（エ）家計相談支援事業 

   生活困窮者の家計収支を改善させ生活再建を支援する。 

（オ）一時生活支援事業 

   住居のない生活困窮者に一時的な衣食住を提供する。 
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  イ 学習支援事業                   ７１，２１５千円 

    貧困の連鎖を断つために、町村部の生活困窮世帯及び生活保護世帯の中  

   学生・高校生を対象に以下の支援を実施する。 

（ア）学習教室を設置して学習支援を行い、高校進学・高校中退防止の支援

を行う。 

（イ）学習支援員が家庭訪問により相談支援を行う。 

 

（２）学習支援促進事業費（新規） 

  ア ジュニア・アスポート事業              ９７，５３２千円 

    小学校３年生以上の学習・生活支援、体験活動、健康支援を行う「ジュ

ニア・アスポート事業」を実施するとともに、地域で困窮世帯の子供への

支援体制を構築する取組みをモデル的に実施する。 

 

  イ 中学生・高校生支援の充実・強化事業             ６，９５０千円 

    現在実施している中学生・高校生に対する支援をさらに充実するため、 

   県が設置する全ての中学生教室に高校生教室を併設するとともに、高校中 

   退者や中学卒業後未進学者に対して、就職・再就学・進学・資格取得など 

   の支援を行う。 

 

（３）生活保護受給者チャレンジ支援事業費 

  ア 職業訓練支援員事業                ３，０１５千円 

 技術や資格を持たないなど直ちに就労することが困難な生活保護受給

者に対し、技能講習の受講や就労体験を促すなど、就職に結び付くよう支

援する。 

 

  イ 住宅ソーシャルワーカー事業            ５，６４９千円 

 無料低額宿泊所入所者など居宅の確保に困難を抱える生活保護受給者

に対し、民間アパートや社会福祉施設等への入居支援を行う。 

 

  ウ 被保護者就労・自立支援事業           ４１，８７５千円 

 就労相談や求人情報の提供など就労支援を実施するとともに、在宅医

療・介護など地域生活における自立支援を推進する。 
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埼玉県子育て応援行動計画の推進  
 

        担当 少 子 政 策 課   企画・子育てムーブメント担当 内線 ３２６９ 

                  子 育 て 環 境 整 備 担 当  内線 ３３２２ 

                                   施 設 運 営 ・ 人 材 確 保 担 当  内線 ３３３０  

                          施 設 整 備 ・ 指 導 担 当  内線 ３３２８  

                    こども安全課  総 務 ・ 児 童 相 談 担 当 内線 ３３３５  
                                   養 護 担 当  内線 ３３３１  

                                 児童権利擁護担当   ０４８－８３４－８７５５  

１ 目  的 

   【誰もが子どもを生み育てることに喜びを感じられる社会づくり】 

 「すべての子供の最善の利益」を目指して「子育ち」「親育ち」を支援するとともに、

地域全体での子育て支援を通じて、誰もが子供を生み育てることに喜びを感じられる社

会づくりを進めるため、少子化対策の推進と子育て支援の充実を図る。 

 

 

２ 予算総額      ３５，７９５，６１０千円 

        

 

 

３ 事業概要 

（１）少子化対策の推進 

  ア SAITAMA出会いサポートセンター事業（新規）       ３３，００２千円 

    市町村・企業・ＮＰＯ等による「SAITAMA出会いサポートセンター」を開設し、 

   ＡＩを活用したマッチングシステムを構築・活用し、結婚支援事業を県内全域で展 

   開する。 

 

  イ 希望時期入園制度の導入（新規）             ３６，８９２千円  
   保育所等への入園を優先させるために育児休業を早く切り上げざるを得ない現状 

  に鑑み、育児休業を切り上げることなく家庭で子育てできる環境を整備することを 
  目的として、保護者が希望する時期（育児休業復帰時）に入園できる仕組みの導入 

  を支援する。 

 
  ウ 多子世帯応援クーポン事業（一部新規）         ５０２，９６４千円 

   多子世帯の育児にかかる身体的・精神的負担を軽減し、子育てしやすい環境を提 

  供するため、第３子以降が生まれた世帯に子育てサービス等の対象メニューを利用 

  できる３キュー子育てチケットを配布するとともに、市町村が実施する子育てに係 
  る給付事業などに対する補助を実施する。 

 

  エ 多子世帯保育料軽減事業                ８９９，７６４千円 

    多子世帯における経済的負担を軽減するため、保育所等に入所する第３子以降の   

   児童（満３歳未満）の保育料を助成する。 

 

  オ 少子化対策推進事業                   ５０，０００千円 
    市町村が実施する結婚、出産、乳児期を中心とする温かい社会づくり・気運の醸

成の取組や経済的な理由で結婚に踏み出せない低所得者を支援する取組に対して助
成を行う。   
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（２）「子供の育ち」と「子育て」の支援 

  ア 保育所等の待機児童の解消                                    

  （ア）保育所の整備促進                  ８６７，３９３千円 

     増加する保育需要に対応するため、認可保育所の整備を促進する。 

 

（イ）多様な保育施設への支援            ２２，１４５，２００千円 

 保育所、認定こども園、小規模保育事業、事業所内保育事業等の運営費の一部

を負担するとともに、認可外保育施設の認可化移行を支援することにより、多様

な保育施設の需要への対応を図る。 

 

  （ウ）幼稚園における保育の促進              １，４９６，５６９千円 

     保育と教育の機能を併せ持つ認定こども園の整備や、幼稚園の預かり保育の充

実を支援し、保育を必要とする家庭が幼稚園を利用しやすい環境を整える。 

 

  イ 多様な保育サービスの充実 

  （ア）延長保育                      ４３１，７２３千円  

     保育所において、１１時間（短時間認定児童は８時間）の開所時間を超えて実

施する延長保育に対して、必要な経費を補助する。 

 

  （イ）一時預かり事業                   ５１６，９３８千円  

     家庭において、一時的に保育を受けることが困難になった乳幼児を一時的に預

かり、必要な保護を行う一時預かり事業に対して、必要な経費を補助する。 

 

  （ウ）病児保育                      １８６，６７４千円  

     保護者が仕事の都合で休めない時に、病気の児童を一時的に保育する病院・保

育所等や保育中に体調不良となった児童への緊急対応を行う保育所に対して、必

要な経費を補助する。 

 

  （エ）安心・元気！保育サービス支援          １，２６１，８２０千円  

     特に手厚い支援が必要な一歳児保育を担当する保育士の加配や０歳児の年度途

中入所に対応するための保育士配置を支援し、子供が安心・元気に過ごせる保育

環境を整備する。 

 

  ウ 保育人材の確保等 

 （ア）保育士の確保等（一部新規）              ４２６，１０１千円 

    保育士・保育所支援センターの機能強化による多様な保育人材の掘り起こしと  

   ＳＮＳを活用した情報発信を実施するとともに、人材確保に関する相談支援を実 

   施し、保育士と保育所のマッチングを促進する。あわせて保育士の確保に向けて、 

   保育士養成施設の学生に対する修学資金等の貸付や保育士試験合格者等に対する 

   県内保育所等への就職支援及び潜在保育士の再就職支援を実施する。 

 

 （イ）保育士等キャリアアップ研修事業の拡充        １３２，７０９千円 

    保育士の専門性を高め、キャリア形成に応じた処遇改善につなげるため、保育 

   士等キャリアアップ研修を拡充させて開催する。 

 

 エ 放課後児童クラブの充実              ４，７８１，２７４千円 

    共働き等で、昼間保護者のいない家庭の小学生の健全な育成を図るため、遊びや
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生活指導等を行う「放課後児童クラブ」の運営に必要な経費を補助するとともに、

放課後児童クラブの整備を促進する。 

 

  オ 地域の子育て環境支援               １，２７０，０２６千円 

    子育て中の親子が交流を深め、不安や悩みを相談できる地域子育て支援センター

及び預けたい人と預かることができる人をつなぐ地域の相互援助組織であるファミ

リー・サポート・センターの運営に必要な経費を補助する。 

 

  カ 保育所・幼稚園の親支援事業の推進             ２，８１０千円 

    保育所・幼稚園で保護者の保育参加を促進し、親の養育力向上を図る。 

 

（３）子育てムーブメントの醸成 

  ア パパ・ママ応援ショップ事業の推進            ２１，８７５千円  

    子育て世帯への優待制度である「パパ・ママ応援ショップ」事業や乳幼児連れの 

   外出を支援する「赤ちゃんの駅」登録事業をさらに充実させ、「子育てムーブメント」 

   の社会全体への浸透を図る。 

 

  イ 多子世帯応援ショップ事業の推進                ４０３千円 

    子供が３人以上の多子世帯向けに特典を提供する協賛店を広く募集し、社会全体 

   で多子世帯を応援する気運を醸成する。 

 

（４）児童虐待防止・児童養護対策の充実 

  ア 子供を虐待から守る地域づくり 

  （ア）児童虐待防止対策の充実（一部新規）         ２８４，５９８千円 

 児童虐待の芽を早期に摘むため、専門的な研修の実施により、市町村の体制を

強化する。また、警察官ＯＢ職員の配置、一時保護所の第三者評価受審など、児

童相談所の機能を強化し、児童虐待通告への適切な対応を行う。さらに、児童と

直接接する学校教職員や保育士等に対する研修を実施し、地域の見守り体制の充

実を図る。 

 

（イ）県・市町村等における相談・支援体制の充実        ８７，２７０千円 

児童虐待通告に 24時間対応できる体制や子供に関わる様々な相談に適切に対応

していく体制を整備する。また、市町村が担う「要保護児童対策地域協議会」の

運営や児童相談機能について積極的な支援を行い、強化を図る。 

  

  イ 社会的養護の充実 

  （ア）里親委託の推進（一部新規）             １８３，６５５千円 

     里親委託等推進員の配置や里親制度の普及・啓発を行うとともに、登録里親へ 

    の委託促進と受託里親への一貫したサポートを行う。また、民間活力を導入し、 

    里親のリクルートからマッチングまで包括的に支援し、里親委託を推進する。 

 

  （イ）児童養護施設等入所児童のケアの充実          ９９，８１３千円 

     県内の児童養護施設等が行う入所児童の社会性の醸成、感染症予防及び優良な

職員の確保等の対策を総合的に支援することにより、施設の機能強化と児童のケ 

ア体制の充実を図る。 
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 （ウ）施設入所児童のフェアスタート応援（一部新規）     ５８，５９８千円 

     児童養護施設等の児童のスタートラインでの格差を解消し、児童が退所後、円

滑に自立することが出来るよう、高校生入所児童の学習費、部活動費等を補助す

る。また、進学者のための低額な住居の提供等を実施する。 

 

  （エ）児童養護施設退所児童へのアフターケア         １７，５３９千円 

     児童養護施設退所者等が退所後に自立できるよう、支援の中核となる「退所者

支援センター(退所児童等アフターケア事業所「クローバーハウス」)」を運営す

るとともに、施設への就労支援チームの派遣、修学継続や自立のための資金の貸

付を行う。 
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埼玉県高齢者支援計画の推進  

 

担当 高 齢 者 福 祉 課 総 務 ・ 高 齢 企 画 担 当  内線 ３２６３ 

施 設 ・ 事 業 者 指 導 担 当  内線 ３２５４ 

施 設 整 備 担 当  内線 ３２６０ 

介 護 人 材 担 当  内線 ３２３２ 

地 域 包 括 ケ ア 課 総 務 ・ 介 護 保 険 担 当  内線 ３２５５ 

地 域 包 括 ケ ア 担 当  内線 ３２５６ 

認 知 症 ・ 虐 待 防 止 担 当  内線 ３２５１ 

社 会 福 祉 課 施 設 指 導 ・ 福 祉 人 材 担 当   内線 ３２２５ 

障 害 者 福 祉 推 進 課 社会参加推進・芸術文化担当   内線 ３３０９ 

 

１ 目  的  

  【高齢者支援計画に基づく介護サービス基盤の整備等】 

  豊富な知識や技術、経験を持つ元気な高齢者が、社会の担い手として就業

やボランティア活動など様々な分野において活躍できるようにする。 

  医療、介護、介護予防、生活支援、住まいを一体的に提供する地域包括ケ

アシステムの構築を更に推進する。 

 

２ 予算総額      ７３，５４５，０８１千円  

        

３ 事業概要  

（１）高齢者の活躍支援・安心して暮らせるまちづくり  

  ア 高齢者社会活動推進事業費          １３９，１２４千円 

    （公財）いきいき埼玉と連携して、地域活動のリーダー養成、活動情

報や活動の場の提供など、高齢者の社会活動を支援する。  

 

  イ 老人クラブ活動助成費             ４４，２７１千円  

    老人クラブ等が実施するボランティア活動、教養活動、健康増進活動

等の経費を補助する。  

 

  ウ 高齢者いきいきライフ推進事業費         ７，４３３千円  

    彩の国プラチナフェスティバル等の事業を通して、高齢者のいきがい

の高揚を図るとともに、健康づくりを促進する。 

 

  エ 災害派遣福祉チーム体制整備事業費            １，５００千円 

    大規模災害時に避難所等へ避難した高齢者等に対して相談援助や応急的な介助等

の福祉支援を行う災害派遣福祉チームを被災地域に派遣するための体制を整備する。 
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（２）地域包括ケアシステムの構築  

  ア 地域包括ケア総合支援チーム派遣事業（新規）   ６，４７７千円 

    市町村の実情に応じた地域包括ケアシステムの構築を進めるため、全

ての市町村に対し、自立支援、介護予防、生活支援等を総合的に支援す

るチームを派遣する。 

 

  イ 地域包括ケアシステム構築促進事業（一部新規） ５０，０３４千円 

    人材育成のための研修や情報提供等を行い、市町村における地域包括

ケアシステムの構築を支援する。 

 

  ウ 地域包括ケアシステム広域支援事業（新規）   １７，７６０千円 

    県内１０か所の地域リハビリテーション・ケアサポートセンターと協

力医療機関の連携により、リハビリテーション専門職の人材育成を強化

し、市町村の介護予防事業等に派遣することで、地域包括ケアシステム

の構築を支援する。 

 

  エ 地域包括ケアシステムモデル事業        ３４，９１５千円 

    地域包括ケアシステムを構築するための取組手法を示すことで、市町

村における地域包括ケアシステムの構築を促進する。 

 

  オ 看取り体制強化事業（一部新規）        １１，０９７千円  

    介護施設等の職員向け研修の実施や介護施設等への実習講師の派遣に

より、職員のスキルアップを図り、介護施設等における看取り体制を強化する。 

 

  カ 家族介護者等支援事業              ３，０８４千円  

    家族介護者への支援を行うため、地域包括支援センターの機能強化を

図り、市町村における相談体制を整備する。 

 

  キ 定期巡回・随時対応サービス普及促進事業     ７，６２７千円  

    定期巡回・随時対応サービスの未実施市町村における事業所の新規参

入を促すため、運営費の助成と運営アドバイザーの派遣等を行う。 

 

  ク 市町村地域支援事業促進事業費          ２，８３５千円  

    地域包括ケアシステムで中核的な役割を担う地域包括支援センターの

機能を強化するため、市町村職員及び地域包括支援センター職員に対す

る研修を実施する。 

   

  ケ 認知症の人にやさしい地域づくり推進事業費       １，９９５千円  

    認知症サポーター及びその講師役であるキャラバン・メイトを養成す

るとともに、認知症サポーターの活動をより一層促進するための実践的
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な研修を実施する。 

 

  コ 高齢者虐待対策事業費（一部新規）        ６，２６２千円  

    高齢者虐待防止に関する普及啓発を行うとともに、市町村における高

齢者虐待対応、相談窓口、ネットワークづくり等の体制整備を支援する。 

 

（３）介護保険施設等の整備  

  ア 特別養護老人ホーム等整備事業費     １，９３０，０１６千円  

    特別養護老人ホームの創設及び増床等の整備を行う社会福祉法人に対

し整備費の一部を補助する。  

 

イ 介護基盤緊急整備等特別対策事業費      ５２８，３９４千円  

  地域密着型特別養護老人ホームなどの小規模施設等の整備に要する工

事費用に対する補助を行う。 

 

ウ 施設開設準備経費等支援事業費      １，２２２，４６２千円  

  特別養護老人ホーム等介護施設の円滑な開設のため、施設の開設準備

に要する経費に対する補助を行う。  

 

（４）介護人材の確保・定着の促進・イメージアップ  

ア 介護人材確保・定着促進事業費（一部新規） 

５１１，９１３千円 

  介護人材の確保・定着の促進を図るため、介護未経験者の就労支援、高齢者等

の就労支援、潜在介護職員の復職支援、法人間連携による合同面接会等の取組の

推進、介護ロボットの導入支援、新任介護職員の定着支援、介護施設内保育施設

の整備促進、介護のイメージアップなどを実施する。 

 

イ 福祉・介護人材育成促進事業            ２０，３６０千円 

    介護人材の確保を図るため、将来、県内の社会福祉施設等への就職を

希望する学生に対する修学資金及び離職後に再就職する介護職員（潜在

介護職員）に対する就職準備金の貸付けを実施する。 

 

ウ ユニットケアフォローアップ研修等事業費（一部新規） ２０，７５０千円 

    介護保険施設の入所者の自立的な日常生活に資するため、職員に対し

てユニットケアフォローアップ研修を実施する。また、喀たん吸引等研

修受講料の一部を補助する。 

 

（５）介護保険の円滑な制度運営  

ア 市町村介護保険財政支援事業費      ６８，９７４，７３９千円 

    介護保険法に基づき、市町村の介護保険給付及び地域支援事業に要する費用の法



一部新規 

- 33 - 

 

定割合を負担するとともに、介護保険財政の安定化を図るため、介護保険財政安

定化基金を管理し、貸付等を行う。 

    また、６５歳以上の低所得者の保険料負担の軽減を行う。 

 

 

イ 要介護度改善等促進事業              ２，０３３千円 

     介護事業所における自立支援・重度化防止の取組を促進するため、利用者の 

    要介護度の維持・改善等に積極的に取り組む事業所を評価・公表する。 



一部新規 

- 34 - 

埼玉県障害者支援計画の推進 

 

担当  障害者福祉推進課   総務・障害福祉担当   内線 ３３０５ 

社会参加推進・芸術文化担当   内線 ３３０９ 

障害者スポーツ担当   内線 ３３０３ 

障害者計画・団体担当   内線 ３２９４ 

自 立 支 援 医 療 担 当   内線 ３２９５ 

障 害 者 支 援 課   総 務 ・ 市 町 村 支 援 担 当   内線 ３３１９ 

地 域 生 活 支 援 担 当   内線 ３３１７ 

就 労 支 援 担 当   内線 ３５５６ 

施設整備・法人指導担当   内線 ３３１３ 

施 設 支 援 担 当   内線 ３３１４ 

社 会 福 祉 課   施設指導・福祉人材担当   内線 ３２７６ 

 

１ 目 的 

  【「共生社会」の実現を目指した障害者施策の推進】 

  障害のある人が社会の構成員として障害のない人と分け隔てられることなく

生活できる社会＝「共生社会」の実現を目標とする「埼玉県障害者支援計画（計

画期間：平成３０年度～平成３２年度）」に基づき、障害者施策の推進を図る。 

 

２ 予 算 額     ３４，０９４，５７８千円 

 

３ 事業概要 

（１）障害者への理解促進と差別解消 

  ア 共生社会づくり推進事業（一部新規）        １３，７５８千円 

    障害者差別解消法、共生社会づくり条例及び手話言語条例の普及啓発、ヘ 

   ルプマークを活用した理解促進、手話普及リレーキャンペーンを実施する。 

 

  イ 障害者差別解消推進事業               ５，４５２千円 

    障害者差別解消法に基づき、県民からの相談窓口の設置、障害者差別解消 

   支援地域協議会の開催を行う。 

 

  ウ 障害者虐待対策事業                 ４，１０２千円 

    障害者虐待防止法及び虐待禁止条例に基づき、障害者支援施設の従事者や

管理者、市町村職員等の専門性強化を図るための研修を実施するとともに、

障害者権利擁護センターの通報窓口の強化を図る。 

 

（２）障害者の地域生活の充実・社会参加の支援                                  

  ア ホームヘルプサービス事業          ３，８７９，６２２千円 

    障害児（者）の家庭を訪問し、入浴等の介護、家事援助等を行う事業を実
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施する市町村に対して、その経費の一部を負担する。 

 

  イ 心身障害児通園訓練事業           ５，２５９，９６９千円 

     在宅の障害児が通所して、日常生活の基本動作、集団生活への適応促進の

ための指導・訓練を受ける事業を実施する市町村に対して、その経費の一部

を負担する。 

 

  ウ 障害児（者）短期入所事業            ７６８，９１３千円 

    障害児（者）のいる家庭において、介護者の病気等で介護が困難になった

場合に、障害児（者）を一時的に施設等に入所させ、介護等を行う事業を実

施する市町村に対して、その経費の一部を負担する。 

  

  エ 在宅重症心身障害児の家族に対するレスパイトケア事業 

                             ３３，４３０千円 

    医療的ケアを必要とする重症心身障害児を在宅で介護する家族の精神的・ 

   身体的負担の軽減を図るため、対象児をショートステイ及びデイサービスで 

   受け入れた施設等を支援する。 

 

   オ 障害者施設等自立支援給付費        １７，９６５，５５６千円 

        障害者が施設等において障害福祉サービスを受けた時に、自立支援給付費 

   を支出する市町村に対して、その費用の一部を負担する。 

 

  カ 地域活動支援センター助成事業          １１７，４４５千円 

    法定外施設(心身障害者地域デイケア施設、精神障害者小規模作業所)から

移行した地域活動支援センターが、移行前と同等のサービス提供を確保する

ため、運営費助成を行う市町村に対し、助成に要する経費の一部を補助する。 

 

  キ 市町村地域生活支援事業           １，１７５，８７５千円 

    相談支援、意思疎通支援等の多様な事業を総合的に実施する市町村に対し

て、その経費の一部を補助する。 

 

  ク 障害者地域移行ステップアップ事業            ９９１千円 

    精神科病院やグループホームなどを出て自立した生活を始めた障害者に、

日常生活上の助言や、社会参加に向けた支援を行う。 

 

  ケ 精神障害者を地域で支えるシステム構築事業費（一部新規） 

                             ３０，６６５千円 

精神障害者が地域の一員として安心して自分らしい生活ができるよう、保健、

医療、福祉の関係者による協議の場を設置し、重層的な支援体制を構築すると

ともに、入退院を繰り返す方などに対する訪問型支援をモデル地域で実施する。 

また、長期入院患者の地域への移行と、新規入院者の病状安定後のスムー

ズな退院を促進する。 
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  コ 高次脳機能障害者への支援の充実(一部新規）    ２４，３４６千円 

高次脳機能障害者が地域で安心して暮らせるよう、地域における支援体制

を充実させるほか、職場への定着支援等の就労支援を行う。また、高次脳機

能障害者及びその家族に対する支援等を行うための相談事業や関係機関向け

の研修会の開催等を行う。 

 

  サ グループホーム等事業助成費         ２，３１７，３０４千円 

    障害者に対し、グループホーム等のサービスを提供する市町村に運営費等

を補助（負担）する。 

 

  シ 障害児（者）福祉施設等施設整備       １，７５１，０４２千円 

    社会福祉法人等が設置する障害者施設、グループホーム等の整備費の一部

を補助する。 

 

  ス 独立行政法人福祉医療機構借入金利子補助        ３，３５１千円 

    障害者福祉施設の整備に際し、独立行政法人福祉医療機構から建築資金、 

   設備資金等を借り入れた社会福祉法人及び公益法人に対して、その利子の一 

   部を補助する。 

 

  セ 民間社会福祉施設整備促進事業費          ２５９，３３６千円 

    障害者福祉施設の建設に際し、社会福祉法人等に整備費の一部を補助する。 

   また、平成２０年度以前に貸し付けた整備資金に対しては、償還金及び利子 

   を補助する。 

 

  ソ 発達障害児・者への支援             ２５７，８３１千円 

    発達障害の早期発見・早期支援を充実させる拠点として発達障害総合支援

センターを運営し、人材の育成（専門性を高めるための人材育成等）、親へ

の支援、診療・療育体制の強化に取り組む。 

 

  タ 身体障害者補助犬育成事業             １３，３０８千円 

身体障害者の社会参加に資するため、身体障害者補助犬（盲導犬、介助犬

及び聴導犬）の育成及び給付を行う。 

 

  チ 障害者芸術・文化活動の推進             ２，５８５千円 

    埼玉県障害者アートフェスティバルを開催し、障害者が取り組む文化・芸 

   術活動を広く紹介する。 

 

  ツ 埼玉バリアフリー文化プログラム事業        １９，２９７千円 

    オリンピック・パラリンピックの気運を醸成し、レガシーとして障害者に  

対する「心のバリアフリー」の浸透を図るため、障害者アートフェスティ   

バルの実績を活かし、発展させた文化プログラムを開催する。 
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  テ 障害者スポーツで活力ある社会づくりの推進（新規） ５４，６８２千円 

  東京パラリンピックを控え、埼玉ゆかりの障害者アスリートを支援す 

るとともに、県民が障害者スポーツを体験できる機会の提供や障害者

スポーツを支える人材の育成など障害者スポーツへの理解と参加の促

進を図る。 

 

（３）障害者の就労支援 

  ア 障害者就業・生活支援センター事業         ６４，９００千円 

    雇用・福祉・教育等の関係機関と連絡調整を行い、障害者の就業に伴う生

活上の支援を行う。 

 

  イ 障害者就労施設支援事業               ８，２１７千円 

障害者が働くことを実感し、地域で経済的に自立した生活を送るため障害

者就労施設を支援し、障害者の工賃向上を図る。 

 

  ウ 障害者農業参入チャレンジ事業           １９，２４６千円 

    障害者就労施設に対し、農業技術指導、農産物の継続・安定した売上を実

現することで、障害者の工賃向上を図る。 

 

  エ 発達障害者就労支援センター事業           ４０，７０１千円 

    発達障害者に特化した就労支援機関を設置し、就労に関する相談、作業体 

   験を通じた職業能力の評価、職場で必要なコミュニケーション能力やビジネ 

   スマナーを習得する訓練、就職活動支援、職場での定着までをワンストップ 

   で支援する。 

 

（４）障害者への災害対策支援 

  ア 災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）体制整備事業   １，１５４千円 

        大規模災害等が発生した場合に、精神科医療及び精神保健活動の支援を行

う災害派遣精神医療チーム（ＤＰＡＴ）を被災地域に派遣するための体制を

整備する。 

 

  イ 災害派遣福祉チーム体制整備事業費          １，５００千円 

    大規模災害時に避難所等へ避難した障害者等に対して相談援助や応急的

な介助等の福祉支援を行う災害派遣福祉チームを被災地域に派遣するため

の体制を整備する。 

 

 


